
様式 １　公表されるべき事項

独立行政法人製品評価技術基盤機構（法人番号9011005001123）の役職員の報酬・給与等について

Ⅰ 役員報酬等について

1　役員報酬についての基本方針に関する事項

② 令和元年度における役員報酬についての業績反映のさせ方（業績給の仕組み及び導入
実績を含む。）

① 役員報酬の支給水準の設定についての考え方

当機構は、行政執行法人として、経済産業省が所管する工業製品等に関する技術上の評価
等を行うとともに、工業製品等の品質に関する情報の収集、評価、整理及び提供等を行うこと
により、工業製品等の品質の向上、安全性の確保及び取引の円滑化のための技術的な基盤
の整備を行うことを目的としている。主要業務として、製品安全、化学物質管理、バイオテクノロ
ジー、適合性認定及び国際評価技術の5分野の事業を経済産業省と連携して実施している。

役員報酬水準を検討するにあたっては、同じ経済産業省所管の独立行政法人（①）、類似
事業として国民生活の安全確保を担っている法人（②）、当機構と同じ行政執行法人（③）を参
考とした。

①独立行政法人工業所有権情報・研修館

当該法人は、同じ経済産業省所管の独立行政法人として、産業財産権に関する情報の提供

といった事業（工業所有権に関する情報提供、権利化推進、人材育成業務等）を実施している。

常勤職員は95人。公表資料によれば、平成30年度の法人の長の年間報酬額は18,326千円で

あり、理事の年間報酬額は14,735千円であった。

②独立行政法人国民生活センター
当該法人は、消費者庁所管の独立行政法人であり、国民の消費生活に関する情報収集・提

供、商品テストなど、国民生活の安定及び向上に寄与し、消費者被害の予防と救済に関わる
事業（相談、商品テスト、広報、ADR業務等）を実施している。常勤職員は134人。公表資料に
よれば、平成30年度の法人の長の年間報酬額は18,087千円であり、理事の年間報酬額は
15,057千円（平成30年度に年間を通じて在籍した理事の年間報酬額のうち最も高い者）であっ
た。

③独立行政法人統計センター
当該法人は、総務省所管の独立行政法人であり、国勢調査その他国勢の基本に関する統

計調査の製表、これに必要な統計技術の研究等を実施している。常勤職員は686人。公表資
料によれば、平成30年度の法人の長の年間報酬額は19,368千円であり、理事の年間報酬額
は15,388千円（平成30年度に年間を通じて在籍した理事の年間報酬額のうち最も高い者）で
あった。

【参考】事務次官
年間報酬額23,374千円（人事院資料「給与勧告の仕組みと本年の勧告のポイント（平成30年

8月）」から抜粋した事務次官の年間報酬額）。

基本俸給（俸給及び地域手当の月額に12を乗じて得た額並びに期末手当を加えた額）に、

経済産業大臣から通知された平成30年度における業務の実績に対する評価結果に応じて、

次の割合を乗じて得た額を業績給として支給した。

S評価： 100分の10 C評価： 100分の2.5
A評価： 100分の7.5 D評価： 100分の零
B評価： 100分の5



法人の長

理事

理事（非常勤）

監事

　③ 役員報酬基準の内容及び令和元年度における改定内容

役員報酬支給基準は、基本俸給（俸給及び地域手当の月額に12を乗
じて得た額並びに期末手当を加えた額）、通勤手当及び業績給から構
成されている。月額については、独立行政法人製品評価技術基盤機構
役員報酬規程に則り、俸給の月額（965,000円）に地域手当（193,000円）
を加算して算出している。期末手当についても、同規程に則り、（俸給の
月額＋地域手当の月額）＋（俸給の月額＋地域手当の月額）×0.20＋
俸給の月額×0.25に、100分の150.75を乗じて得た額としている。

なお、令和元年度は、業務の難易度及び重要性との整合をとるため、
指定職俸給表5号相当への引上げを行い、俸給月額の引き上げ
（895,000円→965,000円）及び期末手当支給割合の引き下げ（6月は100
分の153.4→100分の150.75、12月は100分の176.8→100分の150.75）を
行った。

役員報酬支給基準は、基本俸給（俸給及び地域手当の月額に12を乗

じて得た額並びに期末手当を加えた額）、通勤手当及び業績給から構

成されている。月額については、独立行政法人製品評価技術基盤機構

役員報酬規程に則り、俸給の月額（761,000円）に地域手当（152,200円）

を加算して算出している。期末手当についても、同規程に則り、（俸給の

月額＋地域手当の月額）＋（俸給の月額＋地域手当の月額）×0.20＋

俸給の月額×0.25に、100分の150.75を乗じて得た額としている。
なお、令和元年度は、業務の難易度及び重要性との整合をとるため、

指定職俸給表2号相当への引上げを行い、俸給月額の引き上げ
（706,000円→761,000円）及び期末手当支給割合の引き下げ（6月は100
分の153.4→100分の150.75、12月は100分の176.8→100分の150.75）を
行った。

非常勤役員手当支給基準は、月額又は日額及び通勤に要する実費か
ら構成されている。月額又は日額については、独立行政法人製品評価
技術基盤機構役員報酬規程に則り、月額（495,000円）又は日額（57,000
円）としている。

なお、令和元年度は、理事長及び理事の俸給月額の引き上げ率
（7.8％程度）に応じて俸給月額を引き上げ（460,000円→495,000円）、日
額にあっては理事長及び理事の年収と同等の割合（4.9％程度）で引き
上げた。（54,400円→57,000円）

役員報酬支給基準は、基本俸給（俸給及び地域手当の月額に12を乗

じて得た額並びに期末手当を加えた額）、通勤手当及び業績給から構

成されている。月額については、独立行政法人製品評価技術基盤機構

役員報酬規程に則り、俸給の月額（620,000円）に地域手当（124,000円）

を加算して算出している。期末手当についても、同規程に則り、（俸給の

月額＋地域手当の月額）＋（俸給の月額＋地域手当の月額）×0.20＋

俸給の月額×0.25に、100分の150.75を乗じて得た額としている。

なお、令和元年度は、理事長及び理事の号俸の引上げによる俸給月

額の引上げ率（7.8％程度）に準じて俸給月額の引き上げ（575,000円

→620,000円）及び期末手当支給割合の引き下げ（6月は100分の

153.4→100分の150.75、12月は100分の176.8→100分の150.75）を行っ

た。



監事（非常勤）

２　役員の報酬等の支給状況

令和元年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

19,104 11,160 5,712 2,232 （地域手当）

千円 千円 千円 千円

13,255 8,802 2,520
1,760
  173

（地域手当）
（通勤手当）

H31.4.1 ◇

千円 千円 千円 千円

13,329 8,802 2,520
1,760
   246

（地域手当）
（通勤手当）

H31.4.1 ※

千円 千円 千円 千円

704 704 （　　　　） H31.3.31 ◇

千円 千円 千円 千円

704 704 （　　　　） H31.3.31 ※

千円 千円 千円 千円

3,916 1,466 2,063
293
 93

（地域手当）
（通勤手当）

R1.6.17

千円 千円 千円 千円

8,359 5,704 1,285
1,141
   230

（地域手当）
（通勤手当）

R1.6.18

千円 千円 千円 千円

4,400 4,342 58 （通勤手当）

注１：「その他」欄には手当等が支給されている場合は、例えば通勤手当の総額を記入する。
注２：「前職」欄には、役員の前職の種類別に以下の記号を付す。
　　　 退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後
       独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄

法人の長

理事A

理事B

監事C
（非常勤）

監事A

理事D

前職

理事C

監事B

就任・退任の状況
役名

その他（内容）

非常勤役員手当支給基準は、月額又は日額及び通勤に要する実費

から構成されている。月額又は日額については、独立行政法人製品評

価技術基盤機構役員報酬規程に則り、月額（468,000円）又は日額

（54,000円）としている。

なお、令和元年度は、理事長及び理事の俸給月額の引き上げ率

（7.8％程度）に応じて俸給月額を引き上げ（435,000円→468,000円）、

日額にあっては理事長及び理事の年収と同等の割合（4.9％程度）で引

き上げた。（51,600円→54,000円）



３　役員の報酬水準の妥当性について

【法人の検証結果】
　法人の長

　理事

　理事（非常勤）

　監事

　監事（非常勤）

近年、我が国を取り巻く、急速な少子高齢化や、経済のグローバル化、
イノベーションの進展といった国民生活や産業活動の変化の中で、当機
構には、製品等の信頼性・安全性の確保を通じた国民生活の安全の確
保や、産業活動における信頼性・安全性の確保や工業製品等の品質の
向上を通じた産業の発展を支える社会基盤として、製品安全分野、化学
物質管理分野、バイオテクノロジー分野、適合性認定分野、国際評価技
術分野のそれぞれにおいて、中核的業務である関係法令の執行業務・
支援業務等を正確かつ確実に実施し、持続可能な経済発展に貢献して
いくことが求められている。そのため、当機構理事長は法人の長として業
務を遂行する高度なマネジメント能力及び幅広い知見が必要とされ、さ
らに適切な内部統制の下、組織を適正に運営するという責務をおってお
り、そのような条件を満たす人材を登用するためには国家公務員型の法
人として、国の試験所、研究所の長又は本府省の局長等の報酬と同程
度の待遇をする必要がある。

また、当機構理事長の報酬を、独立行政法人工業所有権情報・研修
館といった経済産業省所管の独立行政法人の長、独立行政法人統計セ
ンターといった独立行政法人の中でも行政執行法人に該当する法人の
長の年間報酬額との比較においても、その報酬水準は妥当なものと認め
られる。

上記の法人の長の部分で記載したような当該法人の業務を遂行し、理
事長を補佐するためには、高度なマネジメント能力と幅広い知見が必要
とされるため、国家公務員型の法人として、本府省の局次長、審議官等
の報酬と同程度の待遇をする必要がある。

理事の報酬は、経済産業政策を支えている他の独立行政法人の役員
等と比較考慮したうえで決定されており、その報酬水準は妥当なものと
認められる。

該当者なし。

当機構が遂行する非常に幅広い業務を監事として監査するためには、
監査報告の作成等監査を実施するための高度な専門能力、幅広い知
見と判断力が必要とされる。そのため、そのような人材を登用するために
は公務員型の法人として、本府省の審議官、部長等の報酬と同程度の
待遇をする必要がある。

監事の報酬は、経済産業政策を支えている他の独立行政法人の役員
等と比較考慮したうえで決定されており、その報酬水準は妥当なものと
認められる。

当機構が遂行する非常に幅広い業務を監事として監査するためには、
監査報告の作成等監査を実施するための高度な専門能力、幅広い知見
と判断力が必要とされる。そのため、そのような人材を登用するためには
公務員型の法人として、本府省の審議官、部長等の報酬と同程度の待
遇をする必要がある。

常勤監事の報酬年額を年間出勤必要日数（21日/月×12月）で除した
額を非常勤監事の報酬日額としており、その報酬水準は妥当なものと認
められる。



【主務大臣の検証結果】

４　役員の退職手当の支給状況（令和元度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

3,900 4 0 H31.3.31 1.1 ※

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

注：「前職」欄には、退職者の役員時の前職の種類別に以下の記号を付す。
　　　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、該当がない場合は空欄。　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後

　独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄

理事B

法人の長

理事C

監事C
（非常勤）

理事D

監事B

監事A

理事A

法人での在職期間

独立行政法人製品評価技術基盤機構は、国と密接に関連して国民生
活の安全確保と経済基盤を支えるために製品安全、化学物質管理等の
業務を広範に行っており、業務を遂行する高いマネジメント能力や幅広
い知見が求められ、法人の長等にはそれに見合った適切な処遇が必要
である。

また、役員報酬には、経済産業大臣による業務実績評価を適切に反
映させる仕組みとなっており、今回の報酬額についても、その結果を反
映したものであり、適正であると認める。

独立行政法人製品評価技術基盤機構においては、報酬等の支払の
基準について、国家公務員の報酬・給与等を考慮するなど、適正確保
に向けた取り組みを行っており、経済産業省としてもそうした取り組みを
促しつつ、支払水準の適正性について注視していく。



５　退職手当の水準の妥当性について

【主務大臣の判断理由等】
区分

６　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

該当者なし法人の長

注：「判断理由」欄には、法人の業績、担当業務の業績及び個人的な業績の検討結果を含め、業績勘案率
及び退職手当支給額の決定に到った理由等を具体的に記入する。

　理事の退職手当については、在職期間につき、俸給月額に「独立行政法人、特殊法人及び認可法人の役員の退職金について」

（閣議決定）における役員の退職金の支給率を乗じて得た額に、「独立行政法人の役員の退職金に係る業績勘案率の算定ルールに

ついて」（総務大臣決定）に基づく業績勘案率を乗じて得た額としている。

　理事Dの在職期間（平成27年度～平成30年度）において、在職期間の全期間に対応する各年度の①当該理事の職務に係る担当

業務、②業務運営の効率化に関する事項、③財務内容の改善に関する事項及び④その他主務省令で定める業務運営に関する事

項の評定は、Ａ評定5個、Ｂ評定15個（全評価項目数20）であったため、経済産業大臣より業績勘案率1.1の決定を受けた。当該法人

理事Dは、理事の担当の事業を統括し、業務を精力的に推進しており、それらの業績を踏まえると、退職手当の支給水準は妥当であ

ると認められる。

該当者なし

該当者なし

理事

監事

監事
（非常勤）

判断理由

基本俸給（俸給及び地域手当の月額に12を乗じて得た額並びに期末手当を加えた額）に、

経済産業大臣から通知された平成30年度における業務の実績に対する評価結果に応じて、

次の割合を乗じて得た額を業績給として支給した。

S評価： 100分の10 C評価： 100分の2.5
A評価： 100分の7.5 D評価： 100分の零
B評価： 100分の5



Ⅱ 職員給与について

１　職員給与についての基本方針に関する事項

　③　 給与制度の内容及び令和元年度における主な改定内容

　①　職員給与の支給水準の設定等についての考え方

　②　職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方（業績給
　　の仕組み及び導入実績を含む。）

当機構職員の給与水準の決定に際しては、独立行政法人通則法第57条の規定を基本と
し、国家公務員の給与の改定内容（人事院勧告）を考慮し、我が国の社会一般の情勢の変
化に応じ決定している。給与水準を検討するにあたって、令和元年国家公務員給与等実
態調査及び令和元年職種別民間給与実態調査を参考にした。

①国家公務員給与等実態調査
令和元年度において、国家公務員のうち行政職俸給表（一）の平均給与月額は411,123

円（平均43.4歳）となっており、全職員の平均給与月額は417,683円となっている。

②職種別民間給与実態調査
当機構と同等の規模（100～500人）の職種（技術系係長）の大学卒の平成31年4月の平

均支給額は431,910円（平均43.0歳）となっている。

当機構においては、設立当時の平成13年から業績給（業績手当）を導入し、その者の業

績評価結果と勤務態度を勘案し、勤務成績を業績手当へ反映させてきた。平成17年度（管

理職は平成16年度）から業績評価3を標準とする5段階評価を実施し、その業績率は国家

公務員の勤勉手当に係る成績率に準じて見直してきた。
業績手当及び業績率は、民間の特別給に応じ改定している国家公務員の期末・勤勉手

当の支給割合（月数）に合わせ、勤務実績に応じた給与としている。

【業績率】 業績評価 5 100分の102.5以上 （100分の107.5以上）
業績評価 4 100分の97.5 （100分の102.5）
業績評価 3 100分の92.5 （100分の97.5）
業績評価 2 100分の87.5 (100分の92.5）
業績評価 1 100分の82.5以下 （100分の87.5以下）
※（ ）内は、人勧反映後の令和元年12月賞与の業績率

独立行政法人製品評価技術基盤機構職員給与規程等に則り、俸給及び諸手当（職責手
当、扶養手当、地域手当、広域異動手当、住居手当、通勤手当、単身赴任手当、時間外勤
務手当、期末手当、業績手当及び寒冷地手当）としている。

期末手当については、期末手当基礎額（俸給＋扶養手当＋地域手当＋広域異動手当＋
役職段階別加算額＋管理職加算額）に、6月及び12月に支給する場合においては、それぞ
れ100分の130を乗じ、さらに基準日以前6箇月以内の期間におけるその者の在職期間に応
じた割合を乗じて得た額としている。

業績手当については、業績手当基礎額（俸給＋地域手当＋広域異動手当＋役職段階別
加算額＋管理職加算額）に業績手当率基準要領に定める基準に従って定める割合を乗じ、
さらに基準日以前6箇月以内の期間におけるその者の在職期間に応じた割合を乗じて得た
額としている。

なお、国家公務員の給与（行（一）職）との均衡をはかるため改正給与法（令和元年11月22
日成立）に対応して、① 俸給表の引上げ（平均0.1％）、②勤勉手当引上げ分（0.05月）を令
和元年12月期業績手当に配分し、0.975月として支給、を実施した。



２　職員給与の支給状況

　①　職種別支給状況

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

330 45.0 7,376 5,387 177 1,989
人 歳 千円 千円 千円 千円

330 45.0 7,376 5,387 177 1,989

人 歳 千円 千円 千円 千円

1 61.5 7,302 6,181 377 1,121
人 歳 千円 千円 千円 千円

1 61.5 7,302 6,181 377 1,121

注：常勤職員の区分中の職種、研究職種、医療職種（病院医師）、医療職種（病院看護師）、

     教育職種（高等専門学校教員）については、該当者がないため記載を省略した。

注：在外職員については、該当者がないため記載を省略した。

注：再任用職員の区分中の職種、研究職種、医療職種（病院医師）、医療職種（病院看護師）、

     教育職種（高等専門学校教員）については、該当者がないため記載を省略した。

注：非常勤職員については、該当者がないため記載を省略した。

注：常勤職員については、在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。

常勤職員

事務・技術

区分 人員 平均年齢
令和元年度の年間給与額（平均）

総額 うち所定内

再任用職員

事務・技術

うち賞与



②

注：①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、④まで同じ。

③

（事務・技術職員）

平均
人 歳 千円

本部部長 8 56.6 11,183

本部課長 35 54.8 9,541

本部課長補佐 69 50.3 8,366

本部係長 51 48.8 7,497

本部主任 56 35.8 5,534

本部係員 36 27.9 4,231

④

夏季（6月） 冬季（12月） 計
％ ％ ％

56.4 55.2 55.8

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

43.6 44.8 44.2

％ ％ ％

         最高～最低 51.5～40.5 53.4～41.7 52.4～41.1

％ ％ ％

57.7 56.4 57.0

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

42.3 43.6 43.0

％ ％ ％

         最高～最低 44.1～39.7 45.3～41.0 44.7～40.3

14,533　～　9,423

10,503　～　8,856

9,434　～　6,983

8,353　～　6,422

7,788　～　4,308

4,865　～　3,407

賞与（令和元年度）における査定部分の比率（事務・技術職員）

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

分布状況を示すグループ 人員 平均年齢
年間給与額

最高～最低
千円

職位別年間給与の分布状況（事務・技術職員）

一般
職員

一律支給分（期末相当）

年齢別年間給与の分布状況（事務・技術職員）〔在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。以
下、④まで同じ。〕
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３　給与水準の妥当性の検証等

事務・技術職員

４　モデル給与

　国に比べて給与水準が
　高くなっている理由

講ずる措置

・年齢・学歴勘案　　　　　　　　102.2

・年齢・地域勘案　　　　　　　　　97.3

項目

【支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　93.2％】
（国からの財政支出額　8,778,303,656円、支出予算の総額9,420,400,000
円：令和元年度予算）
【累積欠損額 0円(令和元年度決算) 】
【管理職の割合　14.7％（常勤職員数428名中63名）】
【大卒以上の高学歴者の割合　80％（常勤職員数428名中341名）】
【支出総額に占める給与・報酬等支給総額の割合　32.7％】
（支出総額　9,185,136,657円、給与・報酬等支給総額　3,003,752,932円：
令和元年度決算）

内容

・年齢・地域・学歴勘案　　　　　96.6

・年齢勘案　　　　　　　　　　　　103.8

【検証結果】
（法人の検証結果）
　年齢・地域・学歴の全てを勘案した場合、96.6と国家公務員より低い給与
水準となっている。当機構は、公務員型の独立行政法人として国に準じた
給与体系を採用しており、給与水準は妥当と考える。

（主務大臣の検証結果）
　国に準じた給与体系を採用しており、かつ、年齢・地域・学歴勘案した場
合の対国家公務員指数は96.6であり、適切である。

対国家公務員
指数の状況

　勤務形態の多様化に対応しつつ、引き続き、国家公務員の給与水準を十
分考慮し、妥当性を維持する。

　当機構の年齢勘案の対国家公務員指数が3.8ポイント、年齢・学歴勘案の
対国家公務員指数が2.2ポイント、国に比べて給与水準が高くなっている。
これは、国家公務員の給与水準を算出する際の地域手当支給区分が1級
地及び2級地の者の割合が38.3%（139,782人中53,550人：令和元年国家公
務員給与等実態調査第10表の行政職俸給表（一））であるのに対し、当機
構は73.3%（330人中242人）と著しく高いことが要因と考えられる。
　地域を考慮した、年齢・地域勘案及び年齢・地域・学歴勘案の指数は100
を下回っており、実質、当機構の職員の給与水準は国家公務員より低いと
言える。

　給与水準の妥当性の
　検証

（扶養親族がいない場合）

〇22歳（大卒初任給）
月額 182,200円 年間給与 3,025,800円

〇35歳（本部係長）

月額 336,300円 年間給与 5,704,332円
〇50歳（本部課長補佐）

月額 489,228円 年間給与 8,084,334円

※扶養家族がいる場合には、扶養手当（配偶者6,500円/月、子1人につき10,000円/月）を支
給。



５　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

Ⅲ　総人件費について

平成30年度 令和元年度

千円 千円

(A)
千円 千円

(Ｂ)
千円 千円

(Ｃ)
千円 千円

(D) 546,871 522,398
千円 千円

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)

総人件費について参考となる事項

Ⅳ　その他

注：中期目標管理法人及び国立研究開発法人については中期目標期間又は中長期目標
　　 期間の開始年度分から当年度分までを記載する。行政執行法人については当年度分を
　　 記載する。

福利厚生費

最広義人件費
4,859,163 4,781,675

非常勤役職員等給与
823,879 843,200

退職手当支給額
235,931 412,324

区　　分

3,252,481 3,003,753
給与、報酬等支給総額

当機構は、設立当時の平成13年から業績給（業績手当）を導入し、その者の業績評価結果と
勤務態度を勘案し、勤務成績を業績手当へ反映させてきており、業績手当及び業績率は国家
公務員の勤勉手当に係る成績率に準じて見直してきた。

今後とも、法人の業務実績評価の結果を適切に反映させ、かつ、民間の特別給に応じ改定し
ている国家公務員の期末・勤勉手当の支給割合（月数）を反映させ、勤務実績に応じた給与と
していく方針である。

「給与、報酬等支給総額」の対前年度比は約0.92であった。
「最広義人件費」の対前年度比は約0.98であり、ほぼ前年度並みであった。

特になし


